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特集 非財務データ活用による経営・オペレーションのインテリジェンス強化

Ⅰ　経営インテリジェンス導入への課題
Ⅱ　経営インテリジェンス導入にあたっての課題の乗り越え方
Ⅲ　非財務指標の活用によるインテリジェンス力の強化
Ⅳ　経営インテリジェンス導入に向けて

C O N T E N T S

要　約

1	 野村総合研究所（NRI）では、2018年より経営インテリジェンスの必要性と概念を提唱し
てきたが、現状、日本企業への導入はいまだ道半ばにある。経営インテリジェンスの導
入には、組織設計や必要なリソースの確保、投資対効果の正当化といった課題がある。
本論考では、海外先進企業がこうした課題をどのように乗り越えてきたかを紹介する。

2	 経営インテリジェンスの組織形態は、企業ごとに事業の特性や目的に応じて自社に合っ
た形態を選択する必要がある。組織設計には大きく分けて二つの分類があり、中央集権
型組織と事業部・プロダクトごとにインテリジェンス組織が分散化され、分散化したイ
ンテリジェンスを中央で集計する自律分散型組織に分かれる。

3	 インテリジェンス組織の組成にあたっては、モデリングエンジニアや事業内容に精通し
データを解釈するアナリスト、社内事情を理解した人材など、さまざまなバックグラウ
ンドの人材が必要になる。特に、貴重なモデリングエンジニアのリソースを効率的に確
保することがカギとなる。

4	 経営インテリジェンス組織へ投資する際の課題は、投資対効果が不透明なことである。
事業部の成果とのダブルカウンティングや複数年での成果把握といった仕組みが投資を
正当化する。最近では即時性の高いデータソースの普及や新たな非財務指標の考え方、
オペレーショナルリスクを可視化する最先端のツールが出てきており、こうしたリソー
ス・考え方・ツールを活用することで、より効率的に経営インテリジェンスを高めること
も可能である。

経営インテリジェンス2.0
海外先進事例に見るインテリジェンス組織導入方法
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る際の課題として次のような点が考え得る。

•	経営インテリジェンスの必要性は理解で
きるが、自社に合った組織設計が分から
ない

•	今までにない人的・ITリソースが必要
となるが、どのように確保すべきか分か
らない

•	経営インテリジェンスの投資対効果が分
からず、投資に躊躇する

•	財務指標以外の経営インテリジェンス
で、見るべき非財務指標が分からない
本論考では、このような組織導入における
課題に対して、海外の先進事例を参考にしつ
つ、課題を乗り越えるための考え方を提示す
る。

Ⅱ	経営インテリジェンス導入に
	 あたっての課題の乗り越え方

1	 事業形態・目的に応じた
	 経営インテリジェンスの組織設計
経営インテリジェンスは、第Ⅰ章で述べた
通り、グローバルでの不確実な経営環境変化
についての情報・知見を経営陣が活用しやす
い形に編集し、提供する機能であるが、組織
の具体的な目的や構成は各社一様に定まるわ
けではなく、事業特性や社内状況に応じて適
切な枠組みを選択する必要がある。
経営インテリジェンス組織は目的および事
業特性に応じて、中央集権型インテリジェン
スと自律分散型インテリジェンスの二つに分
類される。以下、それぞれの組織が選択され
る前提となる、経営インテリジェンスの目的
と事業特性を、事例を交えて説明する。
BtoB向けの外資系メーカーA社の経営イ

Ⅰ	経営インテリジェンス導入への
	 課題

野村総合研究所（NRI）は2018年に、VUCA
（Volatility：変動性、Uncertainly：不確実性、
Complexity：複雑性、Ambiguity：曖昧性）
に表されるような経営環境の不確実性が高ま
る中、経営環境に関する情報・知見を経営陣
が活用しやすい形に編集し、提供する「経営
インテリジェンス」の概念を提唱した。これ
は、リーマンショック時にダウ・ケミカルが
独自のAdvanced Analyticsチームを活用し、
市場回復の早い産業の見極めた先進事例など
を参考にした注1。
提言より 3年経った今、日本企業における
経営インテリジェンスの活用は道半ばであ
る。最近のJUAS（一般社団法人 日本情報シ
ステムユーザー協会）の調査でも、20年度の
経営ダッシュボードの普及率は13％程度にと
どまり注2、その中でも実績データの参照の
みならず、事業環境変化の予知・検知、自社
への影響を可視化し、迅速に意思決定するた
めのインテリジェンスに昇華できている事例
は少ない。
最近では、コロナ禍や米中貿易摩擦など激
しい経営環境の変化に晒される中、状況把握
のためのドタバタによる経営者のフラストレ
ーション、現場の頑張りで属人的になんとか
乗り切った様子などの話を筆者らが聞く機会
が増え、経営幹部や経営企画部門などに激し
い負荷が掛かったことがうかがえた。あらた
めて、日本企業の経営インテリジェンス力の
導入を再考し、VUCAに即した経営のあり方
を考えたい。
日本企業が経営インテリジェンスを導入す
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ンテリジェンス組織はCEO直下に組織され、
CEOから事業部とは独立した権限を与えら
れた中央集権型のインテリジェンス組織を持
っている。このインテリジェンス組織の目的
は、CEO向けに有事のレポーティングと事
業環境・戦略進捗に関する分析を担うことで
ある。本インテリジェンス組織は、12時間／
週／四半期／年といった 4つの時間軸でイン
テリジェンスを提供している。12時間／週と
いった短い時間軸のレポーティングでは、重
要インシデントやM&Aなどの重要イベン
ト、四半期／年といった長い時間軸のレポー
ティングでは、事業環境や戦略進捗などをレ
ポーティングし、長期的な戦略的意思決定を
サポートすることとなっている。
一方、A社とは異なる経営インテリジェン
ス組織の目的と組織形態を持つ外資系の消費
財メーカーB社を紹介する。B社では、CIO
（最高情報責任者）の基にインテリジェンス

機能のリソースがプールされているが、実際
のアナリストを各事業部に派遣し、日々の事
業部の需要予測やマーケティング活動を支援
している。そうした事業部ごとに配属される
データアナリストとは別に、CEO直下にも
インテリジェンスチームが組織されている。
CEO直下のチームは各事業部でのインテリ
ジェンスデータを集計したデータをCEOに
レポーティングし、CEOは日次で予実の推
移を確認している。
B社のような消費財メーカーなど、事業部
ごとにプロダクトや市場・顧客が異なり、イ
ンテリジェンスの目的が、日々の事業部のマ
ーケットインテリジェンスの強化とその結果
としての全社実績のモニタリングを主眼とす
る場合、それぞれの事業部にインテリジェン
ス機能を配置し、その結果として中央で集計
する自律分散型の形態がなじみやすいと考え
られる。ただし、事業部から上げられる予測

表1　経営インテリジェンス組織の類型

類型 中央集権型インテリジェンス 自律分散型インテリジェンス

インテリジェンス
の目的

短期
日・週

● 有事対応 ● 有事対応
● 日々の事業部のマーケティング支援およびその集
計データ・予実差の全社的な把握

中・長期
四半期・年

● ポートフォリオマネジメントなど
● 事業環境変化・顧客動向の把握

● ポートフォリオマネジメントなど

事業特性 ● 事例：BtoBメーカー　A社
─短サイクルでのマーケット予測は求められない
─統一的なアカウントマネジメントや同質な事業
形態

● 事例：消費財メーカー　B社・C社
─短サイクルでのマーケット予測が求められる
─事業部ごとにプロダクト・顧客／市場が異なる

組織構造 ● コーポレートのインテリジェンス組織が事業部と
は独立した権限をCEOから与えられて分析

● 事業部・プロダクト別のインテリジェンスチーム
からのデータを中央のインテリジェンス組織が集
計しレポーティング

BU BU BU BU
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BU BUBU

CEO CEO

Intelligence unit

Intelligence
team

Intelligence
team

Intelligence
team
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られる。そのため、こうした人材・リソース
を効率的に活用していくことが求められる。
例として、前述した消費財メーカーB社は、
実際の事業部データを分析・解釈するアナリ
スト人材は事業部ごとに配置しているが、モ
デリングを行うエンジニアは中央の組織にプ
ールし、それぞれの事業部が汎用的に活用で
きるモデルを構築することで貴重なリソース
を効率的に活用している。
またモデリングに関しては、上記のように
インハウスで行う以外に、アウトソースを検
討することも一案である。消費財メーカーC
社では、高度なモデリング人材を擁する外部
のアナリティクス企業やコンサルティング企
業に、こうした機能を適宜、アウトソーシン
グしている。特にアドホックな分析など、イ
ンハウスでモデリングリソースを継続して持
つ必要性の低いケースでは、後者の考え方が
当てはまると想定される。
また、前節の経営インテリジェンス組織の
類型に関連して、中央集権型の組織設計とす
る場合、事業部との協調が必要なことから、
インテリジェンス組織の中に社内の事業部・
地域別部署に精通した人材を含めておくこと
も重要である（例：BtoBメーカーA社）。
経営インテリジェンス組織を動かしていく
ためには、人材に加えてITシステムへの投
資も必要となるが、そこでは大きく分けて二
つの機能が求められる。
まずは社内外のデータを自動的に収集する
機能である。社内データの収集にはERPや
CRMといったシステムとの連携が必要とな
る。また、従来の管理会計データの収集だけ
でなく、自社のオペレーションリスクや外部
環境による影響を評価するため、ツールを活

データは事業部側の楽観的な意向を反映して
いるケースもあるため、データの客観性への
配慮や集計されたデータ全体としてのバラン
スに留意する必要がある。
一方、顧客数が少なく、製品ライフサイク
ルや販売サイクルも長いBtoBの事業形態で、
事業部側でインテリジェンス機能を設置する
必要性が少ないケースや事業部横断でのアカ
ウントマネジメントが重要なケースでは、A
社のような中央集権型インテリジェンスの設
置が有効となる。こうした場合、事業部側の
データを収集するためのコーディネーション
が必要となるケースがあり、インテリジェン
ス組織内に、事業部側の事情に精通した人材
を配置するといった対応を行うケースがある
（第Ⅲ章にて説明）（表 1）。

2	 経営インテリジェンスに必要な
	 人材・ITリソースの確保
経営インテリジェンス組織の目的に応じた
選択に加えて、経営インテリジェンス機能を
動かしていくには、これまでの組織とは異な
った人材投資やITリソースへの投資が必要
となる。
経営インテリジェンス組織には、大きく分
けて三つの人材が必要となる。まず一つ目
に、データ分析の環境を整えるためのソフト
ウエアエンジニア。二つ目に、分析のアルゴ
リズムを生成する責任を持つモデリングエン
ジニア。三つ目に、実際の分析を事業内容に
即して実施し、結果を解釈するためのデータ
アナリスト人材である。
特にその中でも、モデリングエンジニアは
機械学習やコンピュータサイエンス領域での
Ph.D（博士号）など、高度なスキルが求め
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の組織構造に対して追加のコストとして投資
が必要なため、投資対効果を明確にしないと
投資の意思決定ができないことにある。
投資対効果を測る一般的な指標は、売上創
造・コスト削減・キャッシュ創出（在庫削減
など）の三つに分類されるが、経営インテリ
ジェンス機能の投資対効果を測る上での課題
は、経営インテリジェンス機能単体で効果を
上げることはできないということである。ま
た一方、顕在化した効果に対してどの程度貢
献したかの度合を計測することは難しい（「マ
ーケティングキャンペーンの効果のXX％に
寄与した」など）ことも、こうした問題を複
雑化させている。
前述の消費財メーカーB社では、この課題
に対して次のようなアプローチを取ってい
る。B社では、インテリジェンス組織の貢献
度合を計測するのは難しいことを前提とし
て、事業部とのダブルカウンティングを許容
し、それぞれの事業部のCFOに対して、イ
ンテリジェンス組織がかかわったプロジェク

用した自社内データの新たな可視化（例：サ
プライヤー構造のマルチレイヤーマッピング
など）が求められる。また社外データとして
は競合やサプライヤーの財務データ、マーケ
ットデータ、ソーシャルメディア上のデータ
など、事業環境の先行き・競争環境に関して
自動的にデータを収集する機能が求められ
る。データの収集は従来の財務データ・顕在
化した市場データのみならず、先読みのため
の非財務データの活用も重要である（上記の
ようなデータ収集におけるトレンドは第Ⅲ章
で深掘りする）。
加えて、そうして収集された大量のデータ
をスクリーニングし、可視化するためのBI
プラットフォームへの投資が追加で必要とな
る（表 2）。

3	 経営インテリジェンス組織の投
資回収を正当化する
インテリジェンス組織を導入する際の課題
は、インテリジェンス組織への投資は、従来

表2　経営インテリジェンスにおける人材リソース例

人材類型 機能

人材配置事例

事例：
BtoBメーカー A社

事例：
消費財メーカー B社

事例：
消費財メーカー C社

中央集権組織のため、
事業部との調整人材も

配置

中央にモデリング人材を
プール

アナリストは事業部

高度なモデリングを
アウトソースで対応

テクノロジー・
ソフトウエアエンジニア

● 分析環境の整備
● ダッシュボードの設計

● ソフトウエアエンジニア ● ソフトウエアエンジニア ● ソフトウエアエンジニア

モデリングエンジニア ● アルゴリズムの組成 ● モデルエンジニア ● 中央組織にプール
機械学習・コンピュー
タサイエンス領域での
Ph.D

● 外部アウトソース

データアナリスト ● モデルを活用した分析
の実行

● データ・結果の解釈

● MBA、アナリティクス
人材

● 事業部にアナリストを
配置

● 一部アウトソースも活
用

● 事業部にアナリストを
配置

その他 ● 事業部との調整など ● 事業部・地域別部署に
精通した人材

● ─ ● ─
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トの効果全体を成果として主張する。プロジ
ェクトの成果に応じて、事業部の予算に依存
した形でインテリジェンス組織の予算・コス
トを正当化する。同社では、意味のあるプロ
ジェクトにインテリジェンスリソースを配分
できているという事実をより重要視してい
る。
一方、マネジメントや戦略系の案件になる
ほど効果が見えづらいことになるが、こうし
た案件では、単年ではなく 3～ 5年などの長
期的に投資対効果を見るといった工夫をして
いる。
事業部側のベネフィットがもたらされな
い、純粋に中央集権的なインテリジェンス組
織の場合、より効果が見えづらいことになる
が、前述のBtoBメーカーA社の場合、短期
的なROI（投下資本利益率）で測らず、長期
的な企業価値創出・競争優位性確保のための
投資としてインテリジェンス組織のコストを
正当化している。

Ⅲ	非財務指標の活用による
	 インテリジェンス力の強化

1	 事業環境の先読み・顧客・
	 自社パフォーマンス評価
顧客の嗜好の変化は速くなり、競合他社の
革新的な製品・サービスが市場を一気に席巻
することも少なくない。また、コロナ禍など
の有事には外部環境がさらに短サイクルで変
化する。過去の分析ではなく、将来予測に基
づく意思決定の必要性が高まっているが、最
近ではデータの普及により実現が容易になっ
てきている。オルタナティブデータなど、リ
アルタイムにさまざまなデータを収集できる

ソースが増えてきており、実施可能な分析の
幅は広がっている。それに伴い、事業環境の
先読みや顧客・自社パフォーマンスを評価す
るための新しい考え方として、非財務指標が
数多く活用されるようになった。ここでは、
三つの視点からの非財務データ活用事例につ
いて述べる。

（1）	 産業・経済環境の予見
企業を取り巻く外部環境変化が非連続であ
り不確実性が高い中で、日々起きる変化を先
行的に捉えて、今後起き得る変化を予見する
必要がある。位置情報やPOSデータなどのオ
ルタナティブデータは、近年、機関投資家の
投資判断材料として用いられるが、企業が自
社の置かれた外部環境を先読みする上でも活
用され始めている。二つの指標を紹介した
い。
一つ目は「モビリティインデックス」であ
る。現在はコロナ禍による影響で、外出・渡
航制限などにより事業環境が日々変化する。
公式統計に頼らず、市場の回復をいち早く予
兆するために、移動に関連するデータ指標を
重要指標として活用するケースが出てきてい
る。具体的な指標としては、ショッピングモ
ールの来訪者数、自動車走行距離、飛行機離
着陸数などが用いられる。位置情報データや
衛星データなどから統計的に計算されたもの
を、無料で外部公開している企業・団体も存
在する。Googleが 提 供する「Community 
Mobility Report」では、スマートフォンな
どのロケーション履歴から取得した移動デー
タを、国別・カテゴリー別（小売・娯楽や職
場など）に活用することができる。
二つ目は「消費動向指数」である。メール
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送信された領収書のデータやクレジット／デ
ビットカードの決済データから、消費者の支
出パターンを分析することができる。日本は、
国内におけるJCBカードの利用状況から消費
動向の推移を確認できる「JCB消費NOW」
がある。消費の 2週間後にデータ取得が可能
なことから、総務省統計局の「家計調査」と
比べて速報性に優れており、チャネル別の消
費動向も見ることができ、内閣府や証券会社
で導入・活用が進んでいる。

（2）	 自社顧客動向の把握
顧客の動向を把握することで、商品開発や
マーケティングなどさまざまな機能戦略に活
かすことができる。業種・業態により活用で
きる指標は異なるが、 5つの指標例とその活
用事例について紹介する。
自社製品やブランドのロイヤルティを測る
指標として「Share of Wallet（シェア・オ
ブ・ウォレット）」がある。これは、あるカ
テゴリーにおける顧客の支出のうち、特定の
ブランドや店舗、企業が獲得した割合を指
す。顧客が比較的容易に商品・サービスを変
更する業界になじみやすく、消費財や金融サ
ービスなどで用いられる。NPSなどの満足
度・推奨意向の指標を管理して、顧客ロイヤ
ルティ向上に時間と費用をかけても、必ずし
も市場シェアを獲得することはできない。そ
こで、あるカテゴリーのブランド数とその中
での自社ブランドの順位から算出したWallet 
Allocation Ruleを基にShare of Walletを計算
することができる。この公式が示唆すること
は、Share of Walletを高める唯一の方法はそ
の製品カテゴリーにおける順位の向上という
ことである。

次に、市場環境把握のために「Share of 
Shelf（棚占有率）」を活用する事例を紹介す
る。棚占有率とは、店舗内での自社製品・ブ
ランドに割り当てられるスペースのことを表
す。商品数ベースと専有面積ベースの二通り
の算出方法があり、画像認識AI技術の発展
により、米国の小売業では実用化レベルまで
きている。たとえば、シンガポールに本社を
持つ小売業向けソリューションを提供する
Trax社と米国のデータ分析企業Nielsen社
が、「Shelf Pulse」という市場測定ソリュー
ションを提供している。これにより、商品棚
の情報とPOSデータを組み合わせ、細かい地
域ごとの売れ筋・死に筋ブランドの傾向や、
競合の新製品情報などを、リアルタイムに取
得し可視化している。Share of Shelfを市場
シェアの先行指標として活用することで、市
場変化や競合の動向に合わせた素早い在庫管
理やマーケティング戦略の実行が可能とな
る。
ブランド評価を把握するために、ソーシャ
ルサイトの「エンゲージメント指数」を活用
する事例を紹介する。消費財メーカーのマー
ケティングやコミュニケーション戦略におい
て、デジタルメディアは重要な要素である。
スイスの食品・飲料メーカーのネスレが2011
年に立ち上げた「デジタル加速チーム
（DTA）」は、FacebookやTwitterなど主要
SNSに書き込まれた投稿を分析することで、
ネスレブランドに対する会話量や感情レベ
ル、コンテンツ評判などを競合企業と比較し
たり、通常と異なる投稿パターンを検知した
りすることで、アラートを出す仕組みを構築
している。米系自動車メーカーのゼネラルモ
ーターズ（GM）においても、13年に「セン
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ター・オブ・エクスパティーズ（CoE）」を
立ち上げ、ソーシャルサイトや自動車所有者
のフォーラムなど数百のサイトを監視し、ブ
ランド推進や顧客関係維持に取り組んでい
る。
顧客の価値起点での経済価値を測る指標と
し て「EVC（Economic Value to Custom-
er）」が注目されている。EVCとはLTV（顧
客生涯価値）の概念と似ており、顧客が自社
の製品やサービスを利用することでどれだけ
の経済的価値が得られるかを示す指標であ
る。具体的には売上の増加やコストの削減だ
けでなく、在庫の削減などによりどれだけキ
ャッシュを創出できたかによって経済的価値
を測る。特にBtoBにおける営業・マーケテ
ィングやプライシングなどにおいて適切な経
済価値を訴求できているかどうかの判断に活
用することができる。
商品・サービス改善のために、「カスタマー

レビュー」を活用する事例を紹介する。スマ
ートフォン用モバイルバッテリーなどを手がけ
る中国のAnker社は、Amazonにおける星の数
と総レビュー数を顧客満足度のKPIとしてい
る。コモディティ製品市場でブランドを確立す
るため、カスタマーサポートにおける顧客との
関係性を重要視しているからである。Amazon
のレビューにおいて平均で星4.25を取得するた
め、低評価のレビューを参考にして改良品を
1～ 2カ月というスピードで出荷する。スティ
ーブン・ヤンCEOによると「顧客の声を基に
製品を改善する際、品質上の重大な問題であ
れば次の製品バッチから改善を加える」とい
う注3。素早い改善により高い評判を維持し続
け、検索上位をAnker社製品で占めている。
実際、米国のEC調査機関Marketplace Pulse

社によると、20年のAmazonに出店するサー
ドパーティショップの総レビュー数ランキン
グにて、Anker社の公式ショップは米国、ド
イツ、日本の市場で 2位という結果を残して
いる。

（3）	 CPI：Customer Performance 
	 Indicators
企業が継続的に事業運営をするにあたり、
新規顧客の獲得と既存顧客の維持に向けて多
くの時間と費用がかけられる。顧客中心主義
の経営において、顧客が企業に期待すること
に対して自社が適切な活動をできているかを
測る指標としてCPI（Customer Performance 
Indicators）がある。次の三つの事例から
CPIについて紹介したい注4。
新規顧客の獲得時に注目すべき指標として

「見積もり対応速度（Quote Turnaround 
Time）」がある。たとえば保険業界において
は、顧客の問い合わせに対してどれだけ迅速
に見積書を送付できるかが重要である。顧客
は競合企業を含めた複数社に見積もり依頼を
出すのが一般的であるが、見積もりの迅速さ
と成約率には直接的な相関関係があることが
分かっている。
顧客維持のために、「支払方法の柔軟性

（Payment Flexibility）」を追跡している企業
がある。ある保険会社では、複数の支払方法
を顧客が選択・管理できるというオプション
の数や種類と顧客維持KPIとの関係を分析し
ている。
既存顧客を維持する上で、顧客が不満を感
じたことによる離反は最も避けたいシナリオ
である。多くのカスタマーサービス企業では
「初回解決（First Time Resolution）」が重要
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（Customer-Based Corporate Valuation）」と
いう企業の内在価値評価方法が注目されてい
る。伝統的な会計原理を用いて収益をトップ
ダウンに予測するのではなく、顧客行動から
ボトムアップで予測することがCBCVの基本
的な考えである。
CBCVの実行は、次の 4つのモデルから構
成される。①新規顧客の流入を予測する「顧
客獲得モデル」、②既存顧客のアクティブ期
間を予測する「顧客維持モデル」、③既存顧
客と企業との取引頻度を予測する「購入モデ
ル」、④ 1購入当たりの支出を予測する「購
入規模モデル」である。フィットネスクラブ
や通信会社のようなサブスクリプション型の
ビジネスでは、月額料金や解約率などを直接
的に観察することできる。一方で非サブスク

指標として用いられる。顧客からの最初の問
い合わせで問題を解決できたかどうかを測定
するものである。First Time Resolutionは顧
客満足度指標と相関するだけでなく、従業員
の心的疲労軽減や運用コストの削減にもつな
がるため、非常に重要な指標であるといえる
（表 3）。

2	 非財務データを活用した
	 事業価値の評価
市場環境が激しく変化する中、事業の長期
的な収益性を評価することはより難しくなっ
ている。実際、近年の新規株公開（IPO）に
おいて、配車サービス大手のUberやLyftの
ように失望に終わるケースが続いていた。そ
こで今、顧客ベース企業価値評価「CBCV

表3　非財務指標例

目的 最近用いられている指標例 データまたは算出方法

産業・経済環境の予見
モビリティインデックス ショッピングモール来訪者数、自動車走行距

離、飛行機離着陸数

消費動向指数 クレジットカード／デビットカード決済履
歴、メールなどの領収書データ

自社顧客動向の把握

Share of Wallet （1－ランク/（ブランド数+1））×（2/ブランド数）

Share of Shelf
自社の商品数÷同カテゴリの商品数
自社の専有面積/同カテゴリの専有面積

サイトエンゲージメント指数 SNSやオウンドメディアのフォロワー数
コンテンツ閲覧数

EVC（Economic Value to Customer） 売上増加、コスト削減、キャッシュ創出（在
庫削減など）

カスタマーレビュー 総レビュー数
平均レビュー得点

CPI

見積もり対応速度（Quote Turnaround Time） 見積もり依頼から完了までの時間

支払方法の柔軟性（Payment Flexibility） 支払方法の数・種類

初回解決（First Time Resolution） 顧客からの最初の問い合わせで問題を解決で
きた割合

顧客資産をベースとした
事業・企業価値評価

CBCV
（Customer-Based Corporate Valuation）

四つの予測モデルから構成
（①新規顧客流入の予測、②既存顧客のアク
ティブ期間予測、③既存顧客と企業との取引
頻度予測、④1購入当たりの支出予測）
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リプション型ビジネスにおいても、各顧客の
購入タイミングや規模に加え、ERPやCRM
システムから取得できるその他行動データと
組み合わせて分析をすることが可能である。
企業価値を視覚的に評価できるツールとし
て顧客コホート図がある。獲得した時期ごと
に顧客をコホートで分け、コホートごとの顧
客の総支出額を視覚的に把握することができ
る。ビジネスコミュニケーションツールを提
供するSlack Technologies社や高級マーケッ
トプレイスのThe Real Real社が開示してい
るものを図 1に示す。CBCVモデルを活用す
ることで、自社や競合企業の顧客基盤の健全
性から事業の健全性を評価することができ
る。

3	 有事対応・オペレーショナル
	 リスク評価
最後に、コロナ禍や米中貿易摩擦などのデ
ィスラプションを背景に、経営インテリジェ

ンスの役割の一つとしてニーズの高まりつつ
ある有事対応に関して、一つのユースケース
とソリューションを紹介する。
特に昨今の非連続な事業環境変化において
は、製造業ではサプライチェーンのレジリエ
ンス化が求められている。コロナ禍による局
所的なロックダウンなど、グローバルにサプ
ライチェーンが複雑化する昨今では、どこで
サプライチェーンのボトルネックが起き、ど
の範囲に影響が及ぶのかを把握することは容
易ではない。
こうしたニーズに対応するResilinc社のソ
リューションを紹介する。同社は、サプライ
チェーンソリューションを提供する米国のベ
ンチャー企業である。「Multi-tier Mapping」
と呼ばれるサプライヤーの可視化ツールを提
供しており、自社のサプライヤーネットワー
クの取引関係や地理的な連関構造を、複数階
層にわたって可視化している。また、
「EventWatch」と呼ばれる全世界のニュー

図1　顧客コホート図の例

Slack Technologies社 The Real Real社

FY 2015 FY 2016 FY 2017 FY 2018 FY 2019

出所）左：米国証券取引委員会提出資料（2019年4月26日）より転載
 https://www.sec.gov/Archives/edgar/data/1764925/000162828019004786/slacks-1.htm
 右：The Real Real “Investor Presentation” （2020年3月） より転載
 https://investor.therealreal.com/static-�les/1ceb78a9-cfcf-4b29-8315-24c642233fe7
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るにあたって課題となる、組織設計、必要な
リソースの考え方、また、非財務指標の活用
事例を紹介した。業種・事業特性やインテリ
ジェンス導入の目的により、必要となる組織
や見るべきデータは異なる。また、経営イン
テリジェンスに求められる役割は、時代やタ
イミングによっても変化するものと想定され
る。たとえばコロナ禍による事業環境の急速
な変化により、昨今では有事対応の側面が強
くなり、より短いスパンでのインテリジェン
ス提供が求められつつある。
第Ⅱ章で紹介した外資系 3社についても、
最初から今の経営インテリジェンス体制であ
ったわけではなく、データ量の増加とテクノ
ロジーの進化に伴い、分析が高度化している
ことに加え、中央集権か自律分散か、アウト
ソーシングかインハウスかなど、さまざまな
紆余曲折とトライアンドエラーを繰り返し
て、現在の体制となっている。

スやソーシャルメディアからの情報をモニタ
リングするソリューションを提供し、有事の
際のアラートを知らせている。
某電子部品メーカーでは、同社のソリュー
ションを活用して、650のサプライヤーを
Tier2までさかのぼり、マッピングを実施し
ている。2020年以降のコロナ禍の影響が表れ
た際には、EventWatchによりリアルタイム
で情報を収集し、ロックダウンの影響が出る
サプライヤーとその二次影響が出るサプライ
ヤーの範囲をマッピング上で可視化し、該当
するサプライヤーに対する状況の把握を自動
化し、サプライチェーン上の影響を迅速に把
握することができた（図 2）。

Ⅳ	経営インテリジェンス
	 導入に向けて

本稿では、経営インテリジェンスを導入す

図2　Resilinc社のソリューションイメージ

出所）Resilinc社Webサイトより転載
 https://www.resilinc.com/wp-content/uploads/2021/03/Resilinc_MultiTier-Mapping_Product-Sheet.pdf



17経営インテリジェンス2.0

経営インテリジェンスの導入にあたって
は、各社共通の絶対的な答えがあるわけでは
なく、時代や自社の状況に合った形でのイン
テリジェンス組織・機能の設計、ツールの選
択が求められる。本稿では組織形態やリソー
スの置き方、分析対象となる指標の例など、
さまざまなオプションと考え方を提示した。
自社に合った経営インテリジェンス導入・強
化を模索していく際の一助になれば幸いであ
る。
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